
年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

13

技
術
試
験
衛
星

技術試験衛星（9号機）の開発
[総務省、文部科学省]

技術
試験
衛星の検討
[総務省、文
部科学省、経
済産業省]

我が国
として開発す
べきミッション
技術や衛星
バス技術等
の明確化

技術試験
衛星の
打上げ
から国際
展開に至る
ロードマップ
の検討

国際競争力
に関する
目標設定
の検討

今後の
技術開発
の在り方
の検討

４．（２）①ⅲ）衛星通信・衛星放送

技術試験衛星
（9号機）の
運用・実証実験
[総務省、文部科学省]

レビュー

次世代情報
通信衛星の
技術検証
[文部科学省]

海洋資源調査のための次世代衛星通信技術に関する研究開発
[総務省]

宇宙通信システム技術に関する研究開発
[総務省]

（参考）民生分野に係る衛星通信・衛星放送の利活用等
[内閣府、警察庁、総務省、文部科学省等]

検討結果をバス機器、
ミッション機器開発へ反映

衛星バス設計・製造
[文部科学省]

ミッション機器設計・製造・調達
[総務省]

衛星インテ
グレーショ
ン・試験
[総務省、文部
科学省]

打上げ

次々期技術試験衛星（10号機）の検討
[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省]

構築された体制・環境に基づく継続的なフォローアップ
[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省]

次々期技術試験衛星の検討へ反映

SIP次世代海洋資源調査技術-衛星を活用した高速通信技術の開発
[内閣府]

（参考）宇宙システム海外展開タスクフォースの運営
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省等]立ち上げ

プロジェクト推
進会議の設置
[総務省、文部
科学省、経済
産業省]

衛星通信における量子暗号技術の研究開発
[総務省]

国際競争力強化のために今後
必要となる技術分野の整理
[内閣府、総務省、文部科学省、経
済産業省]
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13 技術試験衛星

２０１８年度末までの達成状況・実績
 ２０１６年度に発足した関係機関等から構成されるプロジェクト推進会議において、利用者ニーズや
海外動向の調査及びプロジェクトの進捗管理などを継続的に実施した。

 技術試験衛星（９号機）の開発では、衛星バスについて基本設計を完了し、詳細設計、エンジニアリ
ングモデル製作・試験などを実施している。また、ミッション機器については、小型給電部は詳細設
計を、衛星搭載用チャネライザ及びデジタルビームフォーミングは試作モデルの評価及び詳細設計
を、衛星搭載用光通信機器は詳細設計を実施した。

２０１９年度以降の取組
 プロジェクト推進会議において、利用者ニーズの調査やプロジェクトの進捗管理を行う。また、衛星
通信・放送分野について、市場や技術の動向を共有し、関係者が連携して継続的かつ効率的に技
術開発や国際展開に取り組む。

 技術試験衛星（９号機）の衛星バス及びミッション機器ともに詳細設計やプロトフライトモデル製作・
試験、各種試験等を継続し、２０２１年度の打上げを目指す。

 今後の次々期技術試験衛星（１０号機）の検討に向け、衛星技術の国際競争力強化のために今後
必要となる技術分野を２０２１年度までに整理する。

成果目標
【民生】 国際競争力強化の観点から、世界市場においても競争力のある衛星技術を獲得するための
技術試験衛星の開発を行う。

【基盤】 １０年先の通信・放送衛星の市場や技術の動向を予測しつつ、世界最先端のミッション技術や
衛星バス技術等を獲得することにより、関連する宇宙産業や科学技術基盤の維持・強化を図る。
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

13

技
術
試
験
衛
星

技術試験衛星（9号機）の開発
[総務省、文部科学省]

技術
試験
衛星の検討
[総務省、文
部科学省、経
済産業省]

我が国
として開発す
べきミッション
技術や衛星
バス技術等
の明確化

技術試験
衛星の
打上げ
から国際
展開に至る
ロードマップ
の検討

国際競争力
に関する
目標設定
の検討

今後の
技術開発
の在り方
の検討

４．（２）①ⅲ）衛星通信・衛星放送

技術試験衛星
（9号機）の
運用・実証実験
[総務省、文部科学省]

レビュー

次世代情報
通信衛星の
技術検証
[文部科学省]

海洋資源調査のための次世代衛星通信技術に関する研究開発
[総務省]

宇宙通信システム技術に関する研究開発
[総務省]

（参考）民生分野に係る衛星通信・衛星放送の利活用等
[内閣府、警察庁、総務省、文部科学省等]

検討結果をバス機器、
ミッション機器開発へ反映

衛星バス設計・製造
[文部科学省]

ミッション機器設計・製造・調達
[総務省]

衛星インテグ
レーション・試
験
[総務省、文部科
学省]

打上げ

次期技術試験衛星（10号機）の検討
[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省]

構築された体制・環境に基づく継続的なフォローアップ
[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省]

次期技術試験衛星の検討へ反映

SIP次世代海洋資源調査技術-衛星を活用した高速通信技術の開発
[内閣府]

（参考）宇宙システム海外展開タスクフォースの運営
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省等]立ち上げ

プロジェクト推
進会議の設置
[総務省、文部
科学省、経済
産業省]

衛星通信における量子暗号技術の研究開発
[総務省]

国際競争力強化のために今後
必要となる技術分野の整理
[内閣府、総務省、文部科学省、経
済産業省]

改訂案
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13 技術試験衛星

２０１９年度末までの達成状況・実績
 ２０１６年度に発足した関係機関等から構成されるプロジェクト推進会議において、利用者ニーズや海外動向の調
査及びプロジェクトの進捗管理などを継続的に実施した。

 技術試験衛星（９号機）の開発では、衛星バスについて基本設計を完了し、詳細設計、エンジニアリングモデル・プ
ロトフライトモデルの製作・試験などを実施している。ミッション機器については、プロトフライトモデルの設計に基づ
き、製造・評価を実施した。衛星搭載用光通信機器は詳細設計を完了し、プロトフライトモデルの製造を実施した。
バス運用・ペイロード追加搭載を行う民間事業者を選定した。

２０２０年度以降の取組
 プロジェクト推進会議において、利用者ニーズの調査やプロジェクトの進捗管理を行う。また、衛星通信・放送分野
について、市場や技術の動向を共有し、関係者が連携して継続的かつ効率的に技術開発や国際展開に取り組む。

 技術試験衛星（９号機）の衛星バス及びミッション機器ともに詳細設計やプロトフライトモデル製作・試験、各種試験
等を継続し、２０２２年度の打上げを目指す。その後、5G・IoT等の地上システムと連携した次世代ハイスループット
衛星の実現のための実証実験等を行う。

 技術試験衛星（９号機）を活用したアプリケーション実証の機会について検討を行う。
 今後の次期技術試験衛星（１０号機）の検討に向け、衛星技術の国際競争力強化のために、中長期的視点からの
技術ニーズ調査等を行い、今後必要となる技術分野を２０２１年度までに整理する。その際、技術分野に応じた柔
軟な開発期間の視点にも留意する。

 衛星通信における量子暗号技術について、「量子技術イノベーション戦略」の検討、取りまとめの動きも踏まえなが
ら、同戦略に関わる省庁や当該技術を利用する省庁の連携等を図りつつ研究開発を進め、基盤技術の早期確立
を目指す。

成果目標
【民生】 国際競争力強化の観点から、世界市場においても競争力のある衛星技術を獲得するための
技術試験衛星の開発を行う。

【基盤】 １０年先の通信・放送衛星の市場や技術の動向を予測しつつ、世界最先端のミッション技術や
衛星バス技術等を獲得することにより、関連する宇宙産業や科学技術基盤の維持・強化を図る。

改訂案
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４．（２）①ⅲ）衛星通信・衛星放送

年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

14
光
デ
ー
タ
中
継
衛
星

光データ中継衛星の運用
地上衛星間光通信実証実験
[総務省、文部科学省]

光データ中継衛星の開発
[総務省、文部科学省]

成果を反映

基本設計 詳細設計・製作・試験等

打上げ

（参考）宇宙システム全体の機能保証(Mission Assurance)強化に関する検討・取組
[内閣官房、内閣府、防衛省等]

連携

（参考）宇宙通信システム技術に関する研究開発
[総務省]

（参考） 情報収集衛星 データ中継衛星１号機 運用
[内閣官房]

共通バス

FY30
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成果目標

【安保・民生】 光データ中継衛星を打上げ、地球観測衛星からの大量のデータを高い抗た
ん性をもって即時に地上へ中継する技術を獲得することにより、今後のリモートセンシング
データ量の増大及び周波数の枯渇に対応する。

14 光データ中継衛星

２０１８年度末までの達成状況・実績

 光衛星間通信技術を用いた先進光学衛星（ALOS-3)等と地上施設との大容量伝送、リア
ルタイム伝送を実現することを目的とした光データ中継衛星について、衛星バス及び光
衛星間通信機器の詳細設計を完了し、維持設計に着手した。また、地上設備整備等を
実施した。

 JAXAの光データ中継衛星に関して、ＪＡＸＡと情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）との間の連携
協定に基づき、衛星搭載光通信装置の光軸校正方法の検討や、地上側の測定機器の
検討及び光地上局への設置方法等について調整を実施した。

２０１９年度以降の取組

 光データ中継衛星の衛星バス及び光衛星間通信機器の開発を完了して、２０１９年度に
打上げを行い、運用を開始する。
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４．（２）①ⅲ）衛星通信・衛星放送

年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

14
光
デ
ー
タ
中
継
衛
星

光データ中継衛星の運用
地上衛星間光通信実証実験
[総務省、文部科学省]

光データ中継衛星の開発
[総務省、文部科学省]

成果を反映

基本設計

（参考）宇宙システム全体の機能保証(Mission Assurance)強化に関する検討・取組
[内閣官房、内閣府、防衛省等]

連携

（参考）宇宙通信システム技術に関する研究開発
[総務省]

（参考） 情報収集衛星 データ中継衛星１号機 運用
[内閣官房]

共通バス

60

改訂案

詳細設計・製作・試験等

打上げ



成果目標

【安保・民生】 光データ中継衛星を打上げ、地球観測衛星からの大量のデータを高い抗た
ん性をもって即時に地上へ中継する技術を獲得することにより、今後のリモートセンシング
データ量の増大及び周波数の枯渇に対応する。

14 光データ中継衛星

２０１９年度末までの達成状況・実績

 光衛星間通信技術を用いた先進光学衛星（ALOS-3)等と地上施設との大容量伝送、リア
ルタイム伝送を実現することを目的とした光データ中継衛星について、ＰＦＭ（プロトフライ
トモデル）の製作、試験等を実施した。

 JAXAの光データ中継衛星に関して、ＪＡＸＡと情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）との間の連携
協定に基づき、衛星搭載光通信装置の光軸校正方法の検討や、地上側の測定機器の
検討及び光地上局の機器整備などを行い、実証実験の準備を実施した。

２０２０年度以降の取組

 光データ中継衛星の衛星バス及び光衛星間通信機器の開発を完了して、２０２０年度に
打上げを行い運用を開始するとともに、地上衛星間における光通信実証実験を行う。

61
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年)

平成
31年度
(2019年)

平成
32年度
(2020年)

平成
33年度
(2021年）

平成
34年度
(2022年)

平成
35年度
(2023年)

平成
36年度
(2024年)

平成
37年度
以降

15

Ｘ
バ
ン
ド
防
衛
衛
星
通
信
網

４．（２）①ⅲ）衛星通信・衛星放送

（参考）宇宙通信システム技術に関する研究開発
[総務省]

（参考）宇宙システム全体の機能保証強化
[内閣官房、内閣府、防衛省等]

連携

民間衛星の利用
（Superbird-C2）

運用・利用 （１号機）
[防衛省]打上げ

運用・利用 （２号機）
[防衛省]打上げ

３号機の整備
[防衛省]

民間衛星の利用
（Superbird-D）

運用・利用（３号機）
[防衛省]打上げ

３号機の整備のための
準備支援役務
[防衛省]

民間衛星の利用
（Superbird-B2）

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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成果目標

【安保】 Xバンド防衛衛星通信網の着実な整備を進め、自衛隊の指揮統制・情報通信能
力を強化する。

２０１８年度末までの達成状況・実績

 ２０１８年４月、Ｘバンド防衛衛星１号機を打上げ、運用を開始した。
 統合運用の下での迅速な情報共有、機動的な部隊行動を支えるＣ４機能の確保の観
点から、３号機の一部整備のための経費について、２０１８年度に引き続いて、２０１９年
度概算要求に計上した。

15 Ｘバンド防衛衛星通信網

２０１９年度以降の取組

 ２０１６年度～２０２２年度の間に３号機を整備し、２０２２年度の打上げを目指す。これら
衛星通信網整備を通じて、自衛隊の指揮統制・情報通信能力を強化する。

 宇宙通信システム技術の動向や宇宙システム全体の機能保証強化の検討状況を踏ま
え、衛星通信網の強化について引き続き検討していく。
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

15

Ｘ
バ
ン
ド
防
衛
衛
星
通
信
網

４．（２）①ⅲ）衛星通信・衛星放送

（参考）宇宙通信システム技術に関する研究開発
[総務省]

（参考）宇宙システム全体の機能保証強化
[内閣官房、内閣府、防衛省等]

連携

民間衛星の利用
（Superbird-C2）

運用・利用 （１号機）
[防衛省]打上げ

運用・利用 （２号機）
[防衛省]打上げ

３号機の整備
[防衛省]

民間衛星の利用
（Superbird-D）

運用・利用（３号機）
[防衛省]打上げ

３号機の整備のための
準備支援役務
[防衛省]

民間衛星の利用
（Superbird-B2）

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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改訂案



成果目標

【安保】 Xバンド防衛衛星通信網の着実な整備を進め、自衛隊の指揮統制・情報通信能
力を強化する。

２０１９年度末までの達成状況・実績

 Ｘバンド防衛衛星の１号機及び２号機を打上げ、計２機を運用している。
 統合運用の下での迅速な情報共有、機動的な部隊行動を支えるＣ４機能の確保の観
点から整備を進める３号機について、中継器の製造に引き続き、衛星本体及び地上設
備等の整備を進めた。

15 Ｘバンド防衛衛星通信網

２０２０年度以降の取組

 ２０２２年度までに３号機を整備し、２０２２年度の打上げを目指す。これら衛星通信網整
備を通じて、自衛隊の指揮統制・情報通信能力を強化するとともに、更なる抗たん性の
強化について検討する。

 宇宙通信システム技術の動向や宇宙システム全体の機能保証強化の検討状況を踏ま
え、衛星通信網の強化について引き続き検討していく。
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改訂案



年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

16

基
幹
ロ
ケ
ッ
ト
の
優
先
的
使
用

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

基幹ロケットの優先的使用
[内閣官房、内閣府、文部科学省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省等]

液体燃料ロケット（H‐ⅡA/Bロケット、H3ロケット）

固体燃料ロケット（イプシロンロケット）

先進光学衛星 先進レーダ衛星

温室効果ガス
観測技術衛星2号機

温室効果ガス
観測技術衛星3号機

技術試験衛星
9号機

X線天文衛星
（ASTRO‐H）

ジオスペース
探査衛星
(ERG)

革新的衛星
技術実証 1号機

革新的衛星
技術実証 2号機

準天頂衛星
初号機後継機

情報収集衛星
レーダ 5号機

情報収集衛星
光学6号機

情報収集衛星
光学 7号機

情報収集衛星
レーダ 7号機

静止気象衛星9号

Xバンド
防衛通信衛星2号機

気候変動観測衛星/
超低高度衛星技術試験機

宇宙ステーション
補給機 5号機

宇宙ステーション
補給機 6号機

宇宙ステーション
補給機 7号機

H－ⅡBによる打上げ

光データ
中継衛星

革新的衛星
技術実証 3号機

革新的衛星
技術実証 4号機

※：「 」は各人工衛星の打上げ年度の現時点におけるめど等であり、各種要因の影響を受ける可能性がある。
※：Ｈ３への切り替え時期は現時点におけるめどであり、各種要因の影響を受ける可能性がある。

データ中継衛星
1号機 準天頂衛星5,6,7号機

宇宙ステーション
補給機 8号機

宇宙ステーション
補給機 9号機

ASNARO‐2 

情報収集衛星
光学 8号機レーダ8号機

（UAE火星探査衛星）

HTV‐X

H‐IIA/Bで打上げ H3で打上げ

準天頂衛星 2,3,4号機

情報収集衛星
レーダ 6号機

X線天文衛星
代替機/

小型月着陸実証機

Xバンド
防衛通信衛星3号機

公募型
小型 4

公募型
小型 3

戦略的中型1
（宇宙科学・探査）

戦略的中型 2
（宇宙科学・探査）

深宇宙探査技術実証機
(DESTINY+)

情報収集衛星
光学 9号機

情報収集衛星
光学多様化1号機

情報収集衛星
光学多様化２号機

情報収集衛星
レーダ多様化１号機

FY30

66



16 基幹ロケットの優先的使用

２０１８年度末までの達成状況・実績

 情報収集衛星レーダ６号機、温室効果ガス観測技術衛星２号、宇宙ステーション補給
機７号機等の政府衛星を基幹ロケットで打上げた。

２０１９年度以降の取組

 今後も引き続き、政府衛星を打上げる場合には基幹ロケットを優先的に使用する。

成果目標

【基盤】 政府衛星を打上げる場合には、基幹ロケットを優先的に使用し、我が国の宇宙
活動の自立性の確保に貢献する。

FY30
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度以
降

16

基
幹
ロ
ケ
ッ
ト
の
優
先
的
使
用

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

基幹ロケットの優先的使用
[内閣官房、内閣府、文部科学省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省等]

液体燃料ロケット（H‐IIA/Bロケット、H3ロケット）

固体燃料ロケット（イプシロンロケット）

先進光学衛星 先進レーダ衛星

温室効果ガス
観測技術衛星2号機 温室効果ガス

・水循環観測技術衛星

技術試験衛星
9号機

X線天文衛星
（ASTRO‐H）

ジオスペース
探査衛星
(ERG)

革新的衛星
技術実証 1号機

革新的衛星
技術実証 2号機

準天頂衛星
初号機後継機

情報収集衛星
レーダ 5号機

情報収集衛星
光学6号機

情報収集衛星
光学 7号機

情報収集衛星
レーダ 7号機

静止気象衛星9号

Xバンド
防衛通信衛星2号機

気候変動観測衛星/
超低高度衛星技術試験機

宇宙ステーション
補給機 5号機

宇宙ステーション
補給機 6号機

宇宙ステーション
補給機 7号機

H－IIBによる打上げ

光データ
中継衛星

革新的衛星
技術実証 3号機

革新的衛星
技術実証 4号機

※：「 」は各人工衛星の打上げ年度の現時点におけるめど等であり、各種要因の影響を受ける可能性がある。
※：Ｈ３への切り替え時期は現時点におけるめどであり、各種要因の影響を受ける可能性がある。

データ中継衛星
1号機

準天頂衛星5,6,7号機

宇宙ステーション
補給機 8号機

宇宙ステーション
補給機 9号機

ASNARO‐2 

情報収集衛星
光学 8号機レーダ8号機

（UAE火星探査衛星）

H‐IIA/Bで打上げ H3で打上げ

準天頂衛星 2,3,4号機

情報収集衛星
レーダ 6号機

X線天文衛星代替機/
小型月着陸実証機

Xバンド
防衛通信衛星3号機

公募型
小型 4

赤外線位置
天文観測衛星
（小型JASMINE）

火星衛星
探査計画
（MMX）

宇宙マイクロ波
背景放射偏光
観測衛星
（LiteBIRD）

深宇宙探査技術実証機
(DESTINY+)

情報収集衛星
光学 9号機

情報収集衛星
光学多様化1号機

情報収集衛星
光学多様化２号機

情報収集衛星
レーダ多様化１号機

68

HTV‐X
1号機

HTV‐X
2号機

改訂案

※3号機はGateway補給
への変更を検討中



16 基幹ロケットの優先的使用

２０１９年度末までの達成状況・実績

 宇宙ステーション補給機８号機等の政府衛星を基幹ロケットで打上げた。

２０２０年度以降の取組

 今後も引き続き、政府衛星を打上げる場合には基幹ロケットを優先的に使用する。

成果目標

【基盤】 政府衛星を打上げる場合には、基幹ロケットを優先的に使用し、我が国の宇宙
活動の自立性の確保に貢献する。

改訂案
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

17
新
型
基
幹

ロ
ケ
ッ
ト

H3ロケットの開発

基本設計 詳細設計 維持設計

H-IIA/Bロケットの運用

H-ⅡA/B
ロケットから
H3
ロケットへの
移行について
の検討

H-IIA
高度化

H-IIA相乗り機会拡大
対応改修

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

実機製作

試験機（SSO）
打上げ

試験機（GTO）
打上げ

基幹システムの維持、施設整備の老朽化更新等

SSO：太陽同期軌道 （Sun-Synchronous Orbit）
GTO：静止トランスファ軌道（Geostationary Transfer Orbit）

※以上、全て文部科学省

H3ロケット
の実運用

計画の策定及び必要な取組の実施

実機製作

H3ロケットに順次移行

（
Ｈ
３
ロ
ケ
ッ
ト
）

FY30
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17 新型基幹ロケット（Ｈ３ロケット）

２０１８年度末までの達成状況・実績

 総合システムの維持設計を実施した。また、エンジン等技術試験用供試体による技術
試験（第一段及び第二段エンジンの燃焼試験や要素試験等）を継続するとともに、固
体ロケットブースタの燃焼試験およびシステム燃焼試験、試験機初号機の実機製作に
着手した。

 現行のＨ－ＩＩＡ／ＢロケットからＨ３ロケットへの移行計画について、Ｈ－ＩＩＡ／Ｂロケッ
トのフェーズアウト処理等の課題とあわせて検討を継続した。

２０１９年度以降の取組

 我が国のロケット打上げサービスの国際競争力を強化し、民間の自立的な活動による
商業打上げ獲得に向け、第一段及び第二段エンジンの燃焼試験、システム燃焼試験、
試験機初号機の実機製作に引き続き取り組み、２０２０年度に試験機初号機を確実に
打ち上げる。

成果目標

【基盤】 我が国の自立的な打上げ能力の確保及び打上げサービスの国際競争力の強
化を目指し、「新型基幹ロケット」の機体と種子島宇宙センター等の地上システムを一体
とした総合システムとして開発を着実に推進する。

FY30
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

17
新
型
基
幹

ロ
ケ
ッ
ト

H3ロケットの開発

基本設計 詳細設計 維持設計

H-IIA/Bロケットの運用

H-ⅡA/B
ロケットから
H3
ロケットへの
移行について
の検討

H-IIA
高度化

H-IIA相乗り機会拡大
対応改修

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

実機製作

試験機（初号機）
打上げ

試験機（2号機）
打上げ

基幹システムの維持、施設整備の老朽化更新等

※以上、全て文部科学省

H3ロケット
の実運用

計画の策定及び必要な取組の実施

実機製作

H3ロケットに順次移行

（
Ｈ
３
ロ
ケ
ッ
ト
）

改訂案
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17 新型基幹ロケット（Ｈ３ロケット）

２０１９年度末までの達成状況・実績

 総合システムの維持設計を実施した。また、エンジン等技術試験用供試体による技術
試験（第一段及び第二段エンジンの燃焼試験や要素試験等）を継続するとともに、固
体ロケットブースタの燃焼試験およびシステム燃焼試験、試験機（初号機及び２号機）
の実機製作に着手した。

 現行のＨ－ＩＩＡ／ＢロケットからＨ３ロケットへの移行計画について、Ｈ－ＩＩＡ／Ｂロケッ
トのフェーズアウト処理等の課題とあわせて検討を継続した。

２０２０年度以降の取組

 我が国のロケット打上げサービスの国際競争力を強化し、コスト低減を実現するととも
に、民間の自立的な活動による商業打上げ獲得に向け、厳重なスケジュール管理と
必要な資源の投入を図りつつ、第一段及び第二段エンジン並びに固体ロケットブース
タの燃焼試験、システム燃焼試験、試験機（初号機及び２号機）の実機製作に引き続
き取り組み、２０２０年度に試験機初号機を確実に打ち上げる。

成果目標

【基盤】 我が国の自立的な打上げ能力の確保及び打上げサービスの国際競争力の強
化を目指し、「新型基幹ロケット」の機体と種子島宇宙センター等の地上システムを一体
とした総合システムとして開発を着実に推進する。

改訂案
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

18

イ
プ
シ
ロ
ン
ロ
ケ
ッ
ト

イプシロンロケット
[内閣官房、文部科学省、防衛省等]

（参考）H3ロケットの開発
[文部科学省]

試験（SSO）
打上げ

試験（GTO）
打上げ

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

将来の固体ロケッ
トの形態の在り方
についての検討
[内閣官房、文部科
学省、防衛省等]

高度化されたイプシロンの運用
[文部科学省]

イプシロン高度
化（打上げ能力
向上・衛星包絡
域拡大）[文部科
学省]

高度化初号機
打上げ

基幹システムの維持、施設整備の老朽化更新等
[文部科学省]

SSO：太陽同期軌道 （Sun-Synchronous Orbit）
GTO：静止トランスファ軌道（Geostationary Transfer Orbit）

開発計画の策
定[内閣官房、
文部科学省、
防衛省等]

高度化初号機
打上げ

・第１段モータ（ＴＶＣ含む） 設計・試験

SRB‐3実機大地上燃焼試験

H3ロケットとのシナジー対応開発
[文部科学省]

高度化２号機
打上げ

設計・試験

（参考）革新的衛星技術実証プログラム
[文部科学省] ２号機

イプシロンロケット
による打上げ

３号機
イプシロンロケット
による打上げ

４号機
イプシロンロケット
による打上げ

H3ロケットの固体ロケットとの
シナジー効果を発揮できるよう検討を進める

・小型液体推進系設計・試験

第２段・第３段モータ 設計・試験

・機体構造
・アビオニクス

※H－ⅡA/Bが運用を
終了する時期に

イプシロンロケットを
切れ目なく運用開始

（参考）公募型小型計画に基づく衛星（2年に1回）
[文部科学省]

１号機
イプシロンロケット
による打上げ

深宇宙探査技術実証機
(DESTINY+)

イプシロンロケット
による打上げ

公募型小型３
イプシロンロケット
による打上げ

公募型小型４
イプシロンロケット
による打上げ

FY30
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18 イプシロンロケット

２０１８年度末までの達成状況・実績
 革新的衛星技術実証プログラムの一環として相乗り機能を付加したイプシロンロケットで小型実
証衛星１号機等の７衛星を同時に打ち上げる（イプシロンロケット初の複数衛星同時打上げ）。

 新型基幹ロケット（Ｈ３ロケット）とのシナジー対応開発計画に基づくシステム全体の概念設計結
果を踏まえシステム要求を設定した。また、Ｈ３ロケットの固体ロケットブースタ（ＳＲＢ－３）をイプ
シロンロケットの第１段モータに適用するため、イプシロンロケット固有の推力方向制御機能（ＴＶ
Ｃ）を付加する開発等の基本設計を進め、第２段・第３段モータ、機体構造、アビオニクスの初期
検討を完了した。

２０１９年度以降の取組
 国際競争力を強化し、Ｈ－ＩＩＡ／ＢロケットからＨ３ロケットへの移行期に切れ目なく運用するため、
Ｈ３ロケットとのシナジー対応開発計画に基づいてシステム全体の基本設計を行い、詳細設計を
開始する。また、第２段・第３段モータ、機体構造、アビオニクス、小型液体推進系（ＰＢＳ） の設
計・試験を進め、第１段モータについては２０１９年度に行うH３ロケットの固体ロケットブースタの
地上燃焼試験を活用して第１段モータのTVCを付加する開発等を効率的に進める。

成果目標
【基盤】 ２０１５年度末をめどに打上げ能力の向上及び衛星包絡域の拡大のための高度化を完了し、
当該能力を必要とする所要の衛星を打上げる。

「新型基幹ロケット」の固体ロケットブースターとのシナジー効果を発揮できるような将来の固体ロ
ケットの形態の在り方について検討を行い、必要な措置を講じる。

FY30

75



年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

18

イ
プ
シ
ロ
ン
ロ
ケ
ッ
ト

イプシロンロケット
[内閣官房、文部科学省、防衛省等]

（参考）H3ロケットの開発
[文部科学省]

試験機（初号機）
打上げ

試験機（2号機）
打上げ

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

将来の固体ロケッ
トの形態の在り方
についての検討
[内閣官房、文部科
学省、防衛省等]

イプシロン高度
化（打上げ能力
向上・衛星包絡
域拡大）[文部科
学省]

基幹システムの維持、施設整備の老朽化更新等
[文部科学省]

開発計画の策
定[内閣官房、
文部科学省、
防衛省等]

SRB‐3実機大地上燃焼試験

（参考）革新的衛星技術実証プログラム
[文部科学省]

２号機
イプシロンロケット
による打上げ

３号機
イプシロンロケット
による打上げ

４号機
イプシロンロケット
による打上げ

H3ロケットの固体ロケットブースタとの
シナジー効果を発揮できるよう検討を進める

（参考）公募型小型計画に基づく衛星（2年に1回）
[文部科学省]

１号機
イプシロンロケット
による打上げ

深宇宙探査技術実証機
(DESTINY+)

イプシロンロケット
による打上げ

公募型小型４
イプシロンロケット
による打上げ

改訂案

高度化初号機打上げ 高度化２号機打上げ

高度化されたイプシロンの運用
[文部科学省]

76

H3ロケットとのシナジー対応開発
[文部科学省]
・第１段モータ（ＴＶＣ含む） 設計・試験

設計・試験

・小型液体推進系設計・試験

第２段・第３段モータ 設計・試験

・機体構造
・アビオニクス

※H－IIA/Bが運用を
終了する時期に

イプシロンロケットを
切れ目なく運用開始

民間移管を前提に
した取組方策の検
討[文部科学省]

イプシロンロケット
の実運用

H3ロケットとのシナジー対応開発
[文部科学省]

赤外線位置
天文観測衛星
（小型JASMINE）
イプシロンロケット
による打上げ



18 イプシロンロケット

２０１９年度末までの達成状況・実績
 革新的衛星技術実証プログラムの一環として相乗り機能を付加したイプシロンロケットで小型実
証衛星１号機等の７衛星を同時に打ち上げた（イプシロンロケット初の複数衛星同時打上げ）。

 新型基幹ロケット（Ｈ３ロケット）とのシナジー対応開発計画に基づくシステム全体の概念設計結
果を踏まえ、システム要求を設定した。また、Ｈ３ロケットの固体ロケットブースタ（ＳＲＢ－３）をイ
プシロンロケットの第１段モータに適用するため、イプシロンロケット固有の推力方向制御（ＴＶＣ）
の機能確認を実施し、第２段・第３段モータ、機体構造、アビオニクス、小型推進系（PBS）につい
ても基本設計に着手した。

２０２０年度以降の取組
 国際競争力を強化し、Ｈ－ＩＩＡ／ＢロケットからＨ３ロケットへの移行期に切れ目なく運用するため、
Ｈ３ロケットとのシナジー対応開発計画に基づいてシステム全体の基本設計を行い、引き続き詳
細設計を確実に進める。また2020年度は、システム開発（第２段・第３段モータ、機体構造、アビ
オニクス、小型液体推進系（ＰＢＳ）及び地上設備等） を実施する。第１段モータについてはH３ロ
ケットの固体ロケットブースタの地上燃焼試験を活用したイプシロン固有のTVCを付加する開発
等を効率的に進める。

 シナジー対応のイプシロンロケットに関して、世界トップレベルの輸送環境を、競争力のあるコス
トで実現するために、民間移管を前提に、具体的な取組方策を2020年度中に検討する。

成果目標
【基盤】 ２０１５年度末をめどに打上げ能力の向上及び衛星包絡域の拡大のための高度化を完了し、
当該能力を必要とする所要の衛星を打上げる。

「新型基幹ロケット」の固体ロケットブースターとのシナジー効果を発揮できるような将来の固体ロ
ケットの形態の在り方について検討を行い、必要な措置を講じる。

改訂案
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

19

射
場
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討

射場の在り方に関する検討
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省、経済産業省等]

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

調
査

宇宙活動法の成立を踏まえた政省令の整備

見直し
施行の状況について
検討を加える

施行申請
受付
開始

（参考）
宇宙活動法案の検討
[内閣府、外務省、
文部科学省、経済産業省]

法律成立

基準
整備

国会提出

施策の具体化、個別施
策への反映、実施

取
り
ま
と
め

（参考）宇宙産業ビジョン
[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省等]

中間
整理

宇宙活動法の施行

FY30
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19 射場の在り方に関する検討

２０１８年度末までの達成状況・実績

 宇宙活動法の施行にあたり、説明会や事前相談等をきめ細かく行うとともに、打上げ
施設の認定に関する手続きを遅延なく適切に進め、事業が円滑に行われるよう対応し、
１１月１５日に全体施行した。

 射場整備実現に際して必要となる小型ロケットベンチャーの動向（目指す打上げ市場、
打上げ射場等）及びその打上げニーズ等についての調査結果を関係者に共有すると
ともに、国内の射場の整備・運用に関する担い手側の検討に対応した。

２０１９年度以降の取組

 宇宙活動法に基づく射場認定に係る手続きに関して、引き続き政府令、ガイドライン、
申請マニュアル等の一層の充実を図り、打上げ施設の認定に関する手続きを遅延なく
適切に進めるとともに、説明会や事前相談等を細かく行うなどし、事業が円滑に行わ
れるよう対応する。

 国内の射場の整備・運用に関する担い手側の事業可能性の検討に対して必要な取組
を行う。

成果目標
【基盤】 諸外国の射場に関する動向も踏まえ、我が国としての射場の在り方に関して論
点を整理する。

FY30
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

19

射
場
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討

射場の在り方に関する検討
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省、経済産業省等]

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

調
査

宇宙活動法の成立を踏まえた政省令の整備

見直し
施行の状況について
検討を加える

施行申請
受付
開始

（参考）
宇宙活動法案の検討
[内閣府、外務省、
文部科学省、経済産業省]

法律成立

基準
整備

国会提出

施策の具体化、個別施
策への反映、実施

（参考）宇宙産業ビジョン
[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省等]

中間
整理

宇宙活動法の施行

改訂案

とりまとめ
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19 射場の在り方に関する検討

２０１９年度末までの達成状況・実績

 宇宙活動法の施行にあたり、説明会や事前相談等をきめ細かく行うとともに、打上げ
施設の認定に関する手続きを遅延なく適切に進め、事業が円滑に行われるよう対応し、
２０１８年１１月１５日に全体施行した。

 射場整備実現に際して必要となる小型ロケットベンチャーの動向（目指す打上げ市場、
打上げ射場等）及びその打上げニーズ等についての調査結果を関係者に共有すると
ともに、国内の射場の整備・運用に関する担い手側の検討に対応した。

２０２０年度以降の取組

 宇宙活動法に基づく射場認定に係る手続きに関して、引き続き政府令、ガイドライン、
申請マニュアル等の一層の充実を図り、打上げ施設の認定に関する手続きを遅延なく
適切に進めるとともに、説明会や事前相談等を細かく行うなどし、事業が円滑に行わ
れるよう対応する。

 国内の射場の整備・運用に関する、民間等による事業実施可能性の検討に対して、
必要な取組を行う。

成果目標
【基盤】 諸外国の射場に関する動向も踏まえ、我が国としての射場の在り方に関して論
点を整理する。

改訂案
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年
度

平成
27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度

(2021年度）

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

20

即
応
型
の
小
型
衛
星
等
の
打
上
げ
シ
ス
テ
ム

即応型の小型衛星等の打上げシステムの在り方等の検討等

最新の技術動向等に係る調査研究
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

（参考）宇宙システム全体の機能保証（Mission Assurance)に関する検討・取組
[内閣官房、内閣府、防衛省等]

連携

運用構想等に係る調査研究
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

（参考）即応型の小型衛星等に関する検討・取組
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

検討成果を踏まえた必要な取組の実施
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

即応型の小型衛星等の打上げシステムの
具体的な運用場面やニーズ等の検討
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

FY30
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成果目標

【安保】 即応型の小型衛星等に関する調査研究と連携し、安全保障上のニーズに応じた当
該衛星等の打上げシステム（空中発射を含む）の在り方等に関して整理・明確化を行う。

２０１８年度末までの達成状況・実績

 性能・コストの両面から実現し得る即応性を備えた小型衛星等の運用上のニーズや運用
構想等を検討するため、米国等の海外動向を調査し関係府省間で情報を共有する。

２０１９年度以降の取組

 ２０１８年度までの運用構想等に係る調査研究成果や米国の多国間机上演習「シュリー
バー演習」への参加実績等を踏まえ、即応小型衛星の打上げシステムの具体的な運用
場面やその際のニーズについて、２０１９年度末頃までを目途に内閣府が関係府省と連
携して検討を行う。

20 即応型の小型衛星等の打上げシステム FY30
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年
度

平成
27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

20

即
応
型
の
小
型
衛
星
等
の
打
上
げ
シ
ス
テ
ム

即応型の小型衛星等の打上げシステムの在り方等の検討等

最新の技術動向等に係る調査研究
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

（参考）宇宙システム全体の機能保証（Mission Assurance)に関する検討・取組
[内閣官房、内閣府、防衛省等]

連携

運用構想等に係る調査研究
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

（参考）即応型の小型衛星等に関する検討・取組
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

４．（２）①ⅳ）宇宙輸送システム

検討成果を踏まえた必要な取組の実施
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

即応型の小型衛星等の打上げシステムの
具体的な運用場面やニーズ等の検討
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

84

改訂案



成果目標

【安保】 即応型の小型衛星等に関する調査研究と連携し、安全保障上のニーズに応じた当
該衛星等の打上げシステム（空中発射を含む）の在り方等に関して整理・明確化を行う。

２０１９年度末までの達成状況・実績

 性能・コストの両面から実現し得る即応性を備えた小型衛星等の運用上のニーズや運用
構想等を検討するため、米国等の海外動向を調査し関係府省間で情報を共有した。

 ２０１８年度までの運用構想等に係る調査研究成果や米国の多国間机上演習「シュリー
バー演習」への参加実績等を踏まえ、即応小型衛星の打上げシステムの具体的な運用
場面やその際のニーズについて、２０１９年度末までを目途に内閣府が関係府省と連携し
て検討を行う。

２０２０年度以降の取組

 即応小型衛星の打上げシステムの具体的な運用場面やその際のニーズについて、内閣
府が関係府省と連携して検討を行い、必要な施策を具体化する。

20 即応型の小型衛星等の打上げシステム
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年
度

平成
27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度

(2021年度）

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

21

宇
宙
状
況
把
握
（
Ｓ
Ｓ
Ａ
）

米国戦略軍等との連携強化の在り方に係る協議、
仏国等との協力に関する検討・協議
（運用体制構築等に資する情報収集及び調整）
[内閣府、外務省、文部科学省、防衛省等]

宇宙状況把握（SSA)に関する検討・取組

４．（２）①ⅴ）宇宙状況把握

宇宙状況把握（ＳＳＡ）システムの維持・運用の具体化に向けた検討
[内閣府、文部科学省、防衛省]

実運用

宇宙状況把握（ＳＳＡ）関連施設及び防衛省やＪＡＸＡを始めとした
関係政府機関等が一体となった運用体制の構築
[内閣府、外務省、文部科学省、防衛省等]

システム整備・試行運用システム設計

宇宙状況把握（ＳＳＡ）システムの能力具体化に関する調査研究
[内閣府、文部科学省、防衛省]

連携
将来の宇宙交通管制の在り方に関する検討
[内閣府、国土交通省等]

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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成果目標
【安保】我が国の宇宙状況把握（ＳＳＡ）体制の確立と能力の向上を図るとともに、米国との連携強化の在り方について協議を
進め、宇宙空間の安定的利用の確保及び日米同盟の強化に寄与する。

（基盤）我が国の宇宙状況把握（ＳＳＡ）体制の確立と能力の向上を図るとともに、米国との連携強化の在り方について協議を
進め、宇宙空間の安定的利用の確保に寄与する。

21 宇宙状況把握（ＳＳＡ）

２０１８年度末までの達成状況・実績
 米国戦略軍等との連携強化に係る協議を継続的に実施した。
 仏国の宇宙状況把握（ＳＳＡ）施設等を視察し、仏国の宇宙状況把握（ＳＳＡ）に係る取組状況について情報収集した。
 防衛省とＪＡＸＡの間で技術連絡会や人事交流等を行い、我が国の宇宙状況把握（ＳＳＡ）システムの設計等に反映した。
 宇宙状況把握（ＳＳＡ）多国間机上演習「グローバルセンチネル２０１８」に参加した。
 ２０２３年度以降のシステム運用開始を見据え、関係３府省（内閣府、文科省、防衛省）の間で、システムの維持・運用の
具体化に向けた検討会を設置した。

 国際シンポジウムの開催等により、宇宙状況把握（ＳＳＡ）・宇宙交通管制（ＳＴＭ）に関する諸外国の取組等を情報収集し
た。

２０１９年度以降の取組
 宇宙状況把握（ＳＳＡ）多国間机上演習への参加を継続するとともに、米戦略軍等への自衛官等の派遣等により宇宙状況
把握（ＳＳＡ）体制整備を効果的に推進する。

 関係府省及び関係機関が一体となった宇宙状況把握（ＳＳＡ）体制の在り方について、米国との連携強化も踏まえて継続
的に検討を行う。

 ２０２３年度から運用するＳＳＡシステムの担い手をはじめとする、宇宙分野の人的基盤を人材育成等により構築していく。
 宇宙状況把握（ＳＳＡ）情報の能力構築や将来的な能力強化のため宇宙状況把握（ＳＳＡ）システムの運用要領等の具体
化、ＪＡＸＡとの連携、米国や仏国等との二国間・多国間協力等の具体的な取組を推進する。また、防衛省は、宇宙空間の
電磁的環境情報等に関しJAXAに加えて、総務省・NICTとの連携のあり方を検討する。

 将来の宇宙状況把握（ＳＳＡ）情報収集能力向上を検討するため、宇宙状況把握（ＳＳＡ）衛星等の技術動向等を調査する。
 ２０２３年度以降のシステム運用開始を見据え、関係３府省（内閣府、文科省、防衛省）の間で、システムの設計・整備状
況、ＳＳＡ情報の果たす役割を踏まえつつシステムの維持・運用・経費等の具体化に向けた検討を進める。

 内閣府、国土交通省等の連携により、宇宙交通管制（STM）等の国際的な動向等について調査し、将来の宇宙状況把握
（ＳＳＡ）情報の利活用について検討する。
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年
度

平成
27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

21

宇
宙
状
況
把
握
（
Ｓ
Ｓ
Ａ
）

宇宙状況把握（SSA)に関する検討・取組

４．（２）①ⅴ）宇宙状況把握

実運用

宇宙状況把握（ＳＳＡ）システムの能力具体化に関する調査研究
[内閣府、文部科学省、防衛省]

宇宙状況把握（ＳＳＡ）関連施設及び防衛省やＪＡＸＡを始めとした
関係政府機関等が一体となった運用体制の構築
[内閣府、外務省、文部科学省、経済産業省、防衛省等]

システム整備・試行運用システム設計

宇宙領域専門部隊の編制・強化[防衛省]

ＳＳＡ衛星等の整備 [防衛省]

宇宙状況把握（ＳＳＡ）システムの維持・運用の具体化に向けた検討
[内閣府、文部科学省、防衛省]

連携

将来の宇宙交通管理の在り方に関する検討
[内閣府、国土交通省等]

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省] 88

改訂案

米国戦略軍等との連携強化の在り方に係る協議、
フランス等との協力に関する検討・協議
（運用体制構築等に資する情報収集及び調整）
[内閣府、外務省、文部科学省、防衛省等]

宇宙天気情報の共有・活用に関する連携 [総務省、防衛省等]



21 宇宙状況把握（ＳＳＡ）

89

改訂案

成果目標
【安保】我が国の宇宙状況把握（ＳＳＡ）体制の確立と能力の向上を図るとともに、米国との連携強化の在り方について協議を進め、宇宙空間
の安定的利用の確保及び日米同盟の強化に寄与する。

（基盤）我が国の宇宙状況把握（ＳＳＡ）体制の確立と能力の向上を図るとともに、米国との連携強化の在り方について協議を進め、宇宙空間
の安定的利用の確保に寄与する。

２０１９年度末までの達成状況・実績
 防衛省とＪＡＸＡの間で技術連絡会や人事交流等を継続的に行い、我が国のＳＳＡシステムの体制構築及び両システム間の連携に
関する調整を行った。

 ２０２３年度以降のシステム運用開始を見据え、２０１９年度、ＪＡＸＡはＳＳＡレーダの整備及び光学望遠鏡の更新を実施し、防衛省
は、米国及び国内関係機関との連携に基づくＳＳＡシステムの整備に必要な各種アセットの詳細設計等を実施するとともに、ディー
プスペースレーダ（ＤＳＲ）の施設整備工事に着手した。

 ＳＳＡ多国間机上演習「グローバルセンチネル２０１９」に参加した。

 ２０２３年度以降のシステム運用開始を見据え、関係３府省（内閣府、文部科学省、防衛省）により、システムの維持・運用の具体化
に向けた検討を進めた。

 防衛省は、宇宙天気情報の活用についてNICTと情報の共有・活用のための連携に向けた取り組みを行った。
 国際シンポジウムの開催等により、ＳＳＡ及び宇宙交通管理（ＳＴＭ）に関する諸外国の取組等を情報収集した。

 将来のＳＳＡ情報収集能力向上等を検討するための国内外における民間も含めたＳＳＡ衛星等の技術動向、民間事業者が活用可
能なＳＳＡプラットフォームに関する各国動向等を調査する。

２０２０年度以降の取組
 防衛省は、２０２０年度に宇宙領域専門部隊を新編し、ＳＳＡシステムの実運用に向けた各種取組を推進するとともに、ＳＳＡ衛星及
びＳＳＡレーザ測距装置の導入に係る取組を進める。また、Ｘバンド防衛通信衛星等の周辺を飛しょうするデブリや不明物体の特性
を把握するためのＳＳＡ衛星の整備については、２０２６年頃の打上げを目標に取組を進める。

 ＳＳＡ多国間机上演習への参加を継続するとともに、米戦略軍等への自衛官等の派遣等によりＳＳＡ体制整備を効果的に推進する。
 ２０１９年度の調査結果を踏まえ、民間事業者が活用可能なＳＳＡプラットフォーム形成に向けたフィージビリティスタディを実施する。
 関係府省及び関係機関が一体となったＳＳＡ体制の在り方について、米国との連携強化も踏まえて継続的に検討を行う。
 ２０２３年度から運用するＳＳＡシステムの担い手をはじめとする、宇宙分野の人的基盤を人材育成等により構築していく。

 ＳＳＡ情報の能力構築や将来的な能力強化のためＳＳＡシステムの運用要領等の具体化、ＪＡＸＡとの連携、米国や仏等との二国
間・多国間協力等の具体的な取組を推進する。また、防衛省は、宇宙空間の電磁的環境情報等に関しJAXAに加えて、総務省との
連携のあり方を検討するともに、宇宙天気情報の活用についてＮＩＣＴとの連携を進める。

 ２０２３年度以降のシステム運用開始を見据え、関係３府省（内閣府、文部科学省、防衛省）の間で、システムの設計・整備状況、Ｓ
ＳＡ情報の果たす役割を踏まえつつシステムの維持・運用・経費等の具体化に向けた検討を進める。

 内閣府、国土交通省等の連携により、ＳＴＭ等の国際的な動向等について調査し、将来のＳＳＡ情報の利活用について検討する。



年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度）

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

22

海
洋
状
況
把
握

各種の人工衛星を試験的に活用する等による海洋状況把握に係る総合的な検討等
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

関連計画への反映
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

海洋関連情報の集約・共有のあり方に関する検討及び衛星情報の試験的利活用等
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

海洋関連情報の集約・共有のあり方及び
衛星情報の試験的利活用に関する知見等のとりまとめ
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

４．（２）①ⅵ）海洋状況把握

我が国の海洋状況把握の能力強化に向けた取組の推進
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農水省、国土交通省、環境省、防衛省等]

海洋状況表示システムへの情報提供に係る検討、
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

海洋状況表示システムの運用・掲載情報の充実
[国土交通省]

海洋状況表示システム
の整備 [国土交通省]

（参考）海洋基本計画、我が国における海洋状況把握（MDA)の能力
強化に向けた今後の取組方針
[内閣官房、内閣府、外務省、文科省、農水省、国交省、環境省、防衛省等]

連携

検討結果を踏まえた情報共有システムとの
連携強化

政府衛星及び
民間衛星の利活用
を視野に入れた

体制強化検討 [内閣官房、内閣府、外務省、財務省、文科省、国交省、環境省、防衛省]

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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成果目標
【安保・民生】 関係府省の連携の下、我が国等が保有する各種の人工衛星を活用する等により、MDAへの宇宙
技術の活用について、航空機や船舶、地上インフラ等との組み合わせや米国との連携等を含む総合的な観点から
検討を行い、必要な措置を講じる。

22 海洋状況把握

２０１８年度末までの達成状況・実績
 米国や仏国との宇宙協議・対話において、MDAに関する情報交換及び協力可能性等に関する議論を実施する
とともに、我が国政府全体の協力の機会を引き続き探求した。

 海洋情報の効果的な集約・共有・提供を行うための体制整備のひとつとして「海洋状況表示システム」を整備し
運用を開始する。

 第３期海洋基本計画においてＭＤＡを重点項目と位置づけ、衛星技術の活用を含めた「海洋状況把握の能力
強化に向けた今後の取り組み方針」を策定した。

 情報収集衛星で収集した画像に所要の加工処理を行い海洋状況表示システムや関係省庁へ提供した。
 衛星画像を解析し、サンゴ礁分布図や藻場分布図の作成等を実施した。

 海上保安庁は、「海上保安体制強化に関する方針」に基づき、衛星情報等を活用した海洋監視体制の強化に
着手した。

２０１９年度以降の取組
 「海洋状況表示システム」において、各利活用分野のユーザーニーズを踏まえた情報の集約・共有及び広域
性・リアルタイム性の高い情報の可視化などの機能強化を行う。

 海洋基本計画及び同工程表の取組と連携し、情報収集衛星の着実な増強や、陸域観測技術衛星２号機
（ALOS‐2）等に加え、２０１９年度末頃を目途に先進光学衛星（ALOS‐3）、先進レーダ衛星（ALOS‐4）、超低高度衛
星技術試験機（SLATS）等の各種衛星及び民間等の小型衛星（光学衛星・SAR衛星）等の活用も視野に入れた、
海洋情報の収集・取得に関する体制や取組の強化を検討する。

 ２０２０年度以降、MDAにおける衛星情報の更なる利活用に向けて、検討結果を踏まえて情報共有システムと
の連携強化を行う。また、米国や仏国等との一層の連携強化を図る。
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

22

海
洋
状
況
把
握
（
Ｍ
Ｄ
Ａ
）

各種の人工衛星を試験的に活用する等による海洋状況把握に係る総合的な検討等
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

関連計画への反映
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

海洋関連情報の集約・共有のあり方に関する検討及び衛星情報の試験的利活用等
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

海洋関連情報の集約・共有のあり方及び
衛星情報の試験的利活用に関する知見等のとりまとめ
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

４．（２）①ⅵ）海洋状況把握

我が国の海洋状況把握の能力強化に向けた取組の推進
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農水省、国土交通省、環境省、防衛省等]

海洋状況表示システムへの情報提供に係る検討及び情報提供
[内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省、防衛省等]

海洋状況表示システムの運用・掲載情報の充実
[国土交通省]

海洋状況表示システム
の整備 [国土交通省]

（参考）海洋基本計画、我が国における海洋状況把握（MDA)の能力
強化に向けた今後の取組方針
[内閣官房、内閣府、外務省、文科省、農水省、国交省、環境省、防衛省等]

連携

従来の取組を踏まえた情報共有システムとの
連携強化等

政府衛星及び
民間衛星の利活用
を踏まえた体制強化検討

[内閣官房、内閣府、外務省、財務省、文科省、国交省、環境省、防衛省]

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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成果目標
【安保・民生】 関係府省の連携の下、我が国等が保有する各種の人工衛星を活用する等により、MDAへの宇宙技
術の活用について、航空機や船舶、地上インフラ等との組み合わせや米国との連携等を含む総合的な観点から検
討を行い、必要な措置を講じる。

22 海洋状況把握（ＭＤＡ）

２０１９年度末までの達成状況・実績
 米国や仏との海洋及び宇宙に関する協議・対話において、MDAに関する情報交換及び協力可能性等に関する議論
を実施するとともに、我が国政府全体の協力の機会を引き続き探求した。ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）の枠組に
おいて、「ＭＤＡの国際連携に関するワークショップ」を開催した。

 ２０１８年５月に策定された第３期海洋基本計画において、ＭＤＡを重点項目と位置づけ、衛星技術の活用を含めた
「海洋状況把握の能力強化に向けた今後の取り組み方針」を策定するとともに、ＭＤＡに関するプロジェクトチームに
より各種検討を行った。

 ２０１９年４月、海洋情報の効果的な集約・共有・提供を行うための体制整備のひとつとして、「海洋状況表示システ
ム」（海しる）の運用を開始した。また、２０１９年度内に更なる活用・拡充を図り、機能強化を行うとともに、更なる利
活用の推進に向けた検討を行う。

 情報収集衛星で収集した画像に所要の加工処理を行い海洋状況表示システムや関係省庁へ提供した。
 海上保安庁は、「海上保安体制強化に関する方針」等に基づき、衛星情報等を活用した海洋監視体制の強化を図る。

２０２０年度以降の取組
 「海洋状況表示システム」（海しる）において、各利活用分野のユーザーニーズを踏まえた情報の集約・共有及び広
域性・リアルタイム性の高い情報の可視化などの機能強化を行う。

 海洋基本計画及び同工程表の取組と連携し、情報収集衛星の着実な増強や、陸域観測技術衛星２号機（ALOS‐2）
等に加え、先進光学衛星（ALOS‐3）、先進レーダ衛星（ALOS‐4）等の各種衛星及び民間等の小型衛星（光学衛星・
SAR衛星）等の活用も視野に入れた海洋情報の収集・取得に関する体制や取組を、運用場面で求められる能力（時
間・空間分解能等）を踏まえ強化する。

 MDAにおける衛星情報の更なる利活用に向けて、検討結果を踏まえて情報共有システムとの連携強化を行う。また、
米国や仏等との一層の連携強化を図る。

 ALOS‐2における衛星AIS（自動船舶識別装置）情報の収集などのこれまでの取組を踏まえ、最新のAIS関連技術等の
衛星を活用した船舶を識別する技術の調査研究等をさらに進め、MDA能力の強化を図る。 93

改訂案



年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度

(2021年度）

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度)

平成
37年度
以降

23

早
期
警
戒
機
能
等

早期警戒衛星等に関する検討
[内閣官房、内閣府、防衛省]

４．（２）①ⅶ）早期警戒機能等

宇宙空間での２波長赤外線センサの実証研究
[防衛省]

衛星搭載型２波長赤外線センサの
設計及び製造
[防衛省]

２波長赤外線センサの
宇宙実証
[防衛省]

先進光学衛星
（ＡＬＯＳ－３）
に相乗り

衛星に
搭載

[文部科学省、
防衛省]

早期警戒機能等に関する技術動向等調査
[内閣官房、内閣府、防衛省]

連携

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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23 早期警戒機能等

２０１８年度末までの達成状況・実績

 赤外線センサの宇宙空間での実証研究を通じて技術的な知見を蓄積するため、防衛
省において、衛星搭載型２波長赤外線センサの研究を２０１５年度より着手した。

 海外における早期警戒機能等の技術動向等を調査し情報共有を行なう。

２０１９年度以降の取組

 ２０２０年度に打上げ予定の先進光学衛星（ＡＬＯＳ－３）への、赤外線センサの相乗り
搭載に係る施策を推進する。

 ２０１９年度以降、内閣府は関係各省と連携し、早期警戒機能等に関する技術動向
（例：海外のセンサや地上処理装置など）を調査研究する。また米国が次世代の早期
警戒衛星プログラムの開発を進めていることを踏まえ、米国との早期警戒分野での協
力を進める。

成果目標

【安保】 早期警戒機能等に係る取組の一環として、赤外線センサの宇宙空間での実証
研究を含む調査研究を通じて技術的な知見を蓄積しつつ、必要な措置について検討を行
なう。
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

23

早
期
警
戒
機
能
等

４．（２）①ⅶ）早期警戒機能等

連携

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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改訂案

早期警戒衛星等に関する検討
[内閣官房、内閣府、防衛省]

宇宙空間での２波長赤外線センサの実証研究
[防衛省]

衛星搭載型２波長赤外線センサの
設計及び製造
[防衛省]

２波長赤外線センサの
宇宙実証 [防衛省]

先進光学衛星
（ＡＬＯＳ－３）

に相乗り

衛星に
搭載
[文部科
学省・
防衛省]

打上げ

早期警戒機能等に関する技術動向等調査
[内閣官房、内閣府、防衛省]

高感度広帯域な赤外線検知素子の研究
[防衛省]

小型衛星コンステレーション等の検討
[内閣府、防衛省]



23 早期警戒機能等

２０１９年度末までの達成状況・実績

 赤外線センサの宇宙空間での実証研究を通じて技術的な知見を蓄積するため、防衛
省において開発を進めてきた衛星搭載型２波長赤外線センサのＰＦＭ（プロトフライト
モデル）の製作を、２０１９年４月に完了した。

 海外における早期警戒機能等の技術動向等を調査し情報共有を行った。

２０２０年度以降の取組

 ２０２０年度に打上げ予定の先進光学衛星（ＡＬＯＳ－３）への、衛星搭載型２波長赤外
線センサの相乗り搭載に係る施策を着実に推進する。

 早期警戒機能等に関する技術動向（例：小型衛星コンステレーション等）について、必
要な具体的機能、効果やコスト等の視点を考慮した調査研究を行う。

 高感度広帯域な将来の赤外線検知素子の研究を行う。
 防衛省は、ミサイル防衛の観点から小型衛星コンステレーション等の検討を行う。

成果目標

【安保】 早期警戒機能等に係る取組の一環として、赤外線センサの宇宙空間での実証
研究を含む調査研究を通じて技術的な知見を蓄積しつつ、必要な措置について検討を行
なう。
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年
度

平成
27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度

(2021年度）

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

24

宇
宙
シ
ス
テ
ム
全
体
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
ア
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス(

機
能
保
証)

強
化

基本的考え方を踏まえた必要な施策の検討及び実施
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

宇宙システム全体のﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ(機能保証)の強化に関する基本的考え方の策定
[内閣官房、内閣府、防衛省等]

宇宙システム全体のミッションアシュアランス(機能保証)に関する調査研究

[内閣官房、内閣府、防衛省等]

（参考）即応型の小型衛星等に関する検討・取組
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

（参考）即応型の小型衛星等の打上げシステムの在り方等の検討等
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

４．（２）①ⅷ）宇宙システム全体の抗たん性強化

脅威情報等のﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ （機能保証)強化に関する調査・情報共有
[内閣官房、内閣府、
防衛省等]

連携

宇宙安全保障に関する多国間机上演習への参加
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、防衛省等]

宇宙システムのリスクアセスメント方法の検討
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

必要な施策の検討・実施
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

BCP等の
ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ
の共有
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

宇宙
システム
の脆弱性
評価方法
の検討
[内閣官房、内閣府、

総務省、外務省、
文科省、経産省、
国交省、環境省、
防衛省等]

机上演習実施の検討
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

機能保証強化に資する
リスクシナリオの検討
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

宇宙システムの脆弱性に関する調査研究・検討
[防衛省等]

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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成果目標

【安保】 我が国及び同盟国が運用する宇宙システム全体（民生用途を含む）のミッションアシュアランス（機能保
証）を総合的かつ継続的に保持・強化するための方策に関する検討を進め、必要な措置を講じる。

24 宇宙システム全体のﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ（機能保証）強化

２０１９年度以降の取組

 機能保証強化を図るため、「宇宙システムのﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ（機能保証）強化関連施策」に示す事項について
検討を行い、必要な取組を行う。

 宇宙システムの脆弱性評価等を踏まえ、宇宙システムの機能低下が及ぼす社会的影響度を考慮した宇宙シス
テムのミッションアシュアランス（機能保証）強化に資するリスクアセスメント方法の検討及び情報共有を行う。

 ＢＣＰ等のベストプラクティスの共有を踏まえ、２０１９年以降必要な取組を検討・反映する。
 ２０１９年度中を目途にﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ（機能保証）強化に資するリスクシナリオ等のケーススタディを行う。

 量子暗号技術等を活用した通信の強化、スペースデブリの除去技術、小型コンステレーションの活用等の宇宙
システムのミッションアシュアランス（機能保証）に資する技術開発や衛星運用の動向を踏まえ、機能保証上の
重要性に応じ関係省庁間の連携に資する取組を推進する。

 宇宙分野における多国間机上演習「シュリーバー演習」に参加して得た成果を我が国の宇宙システムのミッ
ションアシュアランス（機能保証）強化に役立てていく。

 防衛省は、宇宙システムの脆弱性（人工衛星の脆弱性、宇宙空間の安定的利用）に関する調査研究を行い、
必要な取組の検討を行う。

２０１８年度末までの達成状況・実績

 宇宙システムの安定性強化に関する関係府省庁連絡会議において、脆弱性評価方法を検討、その結果に基
づき、政府所管の宇宙システムの脆弱性評価を行い、ＢＣＰ等のベストプラクティスの共有に着手した。

 内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、防衛省、ＪＡＸＡは、2018年10月に実施された
宇宙分野における多国間机上演習「シュリーバー演習」に初参加した。
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度
(2018年度)

平成31/
令和元年度

(2019年度)

令和
2年度

(2020年度)

令和
3年度

(2021年度)

令和
4年度

(2022年度)

令和
5年度

(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度
以降

24

宇
宙
シ
ス
テ
ム
全
体
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
ア
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス(

機
能
保
証)

強
化

基本的考え方を踏まえた必要な施策の検討及び実施
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

宇宙システム全体のﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ(機能保証)の強化に関する基本的考え方の策定
[内閣官房、内閣府、防衛省等]

宇宙システム全体のミッションアシュアランス(機能保証)に関する調査研究

[内閣官房、内閣府、防衛省等]

（参考）即応型の小型衛星等に関する検討・取組
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

（参考）即応型の小型衛星等の打上げシステムの在り方等の検討等
[内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等]

４．（２）①ⅷ）宇宙システム全体の抗たん性強化

脅威情報等のﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ （機能保証)強化に関する調査・情報共有
[内閣官房、内閣府、
防衛省等]

連携

宇宙安全保障に関する多国間机上演習への参加
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、防衛省等]

宇宙システムのリスクアセスメント方法の検討
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

必要な施策の検討・実施 [内閣官房、内閣府、総務省、外務省、

文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

宇宙
システム
の脆弱性
評価方法
の検討
[内閣官房、内閣府、

総務省、外務省、
文科省、経産省、
国交省、環境省、
防衛省等] 机上演習実施の検討

[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

機能保証強化に資する
リスクシナリオの検討
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、経産省、国交省、環境省、防衛省等]

宇宙システムの脆弱性に関する調査研究・検討
[防衛省等]

（参考）防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画
[内閣官房、防衛省]
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模擬ストレステスト等の
実施の検討 [内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文科省、

経産省、国交省、環境省、防衛省等]

BCP等の
ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ
の共有
[内閣官房、内閣府、
総務省、外務省、文科省、
経産省、国交省、環境省、防衛省等]



成果目標
【安保】 我が国及び同盟国が運用する宇宙システム全体（民生用途を含む）のミッションアシュアランス（機能保証）
を総合的かつ継続的に保持・強化するための方策に関する検討を進め、必要な措置を講じる。

24 宇宙システム全体のﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ（機能保証）強化

２０２０年度以降の取組

 機能保証強化を図るため、「宇宙システムのミッションアシュアランス（機能保証）強化関連施策」に示す事項に
ついて検討を行い、関係省庁間における各種施策の共有等、必要な取組を行う。

 宇宙システムの脆弱性評価等を踏まえ、宇宙システムの機能低下が及ぼす社会的影響度を考慮した宇宙シス
テムのミッションアシュアランス（機能保証）強化に資するリスクアセスメント方法の検討及び情報共有を行う。

 ＢＣＰ等のベストプラクティスの共有を踏まえ、衛星システムのうち地上局に対する模擬ストレステスト等の実施
を検討する。

 量子暗号技術等を活用した通信の強化、スペースデブリの除去技術、小型コンステレーションの活用等の宇宙
システムのミッションアシュアランス（機能保証）に資する技術開発や衛星運用の動向を踏まえ、機能保証上の
重要性に応じ関係省庁間の連携に資する取組を推進する。

 宇宙分野における多国間机上演習「シュリーバー演習」に継続的に参加し、その成果を我が国の宇宙システム
のミッションアシュアランス（機能保証）強化施策に反映する。

 宇宙システムについてのリスクアセスメントを強化するための調査研究を行う。

２０１９年度末までの達成状況・実績

 2018年10月に実施された宇宙分野における多国間机上演習「シュリーバー演習」に初参加した。
 宇宙システムの安定性強化に関する関係府省庁連絡会議において、脆弱性評価方法を検討、その結果に基づ
き、政府所管の宇宙システムの脆弱性評価を行い、ＢＣＰ等のベストプラクティスの共有を実施した。

 ２０１９年度中を目途にﾐｯｼｮﾝｱｼｭｱﾗﾝｽ（機能保証）強化に資するため、衛星利用とサイバーセキュリティの繋が
りを考慮したリスクシナリオ等のケーススタディを行う。

101

改訂案



【参考】宇宙システムのミッションアシュアランス（機能保証）強化関連施策

システム構築時の対策
（抗たん性強化）

回復能力強化

手段の冗長化（衛星の機数増等）

衛星等単体の防護強化（単体での対処）警報・回避能力強化

ＳＳＡ運用体制の構築、各国との連携強化【21】

産学官の参加による国際協力の推進【48,49】同盟・友好国との宇宙に関する協力強化【46】

準天頂衛星７機体制に向けた取り組み【1 】

情報収集衛星１０機体制に向けた取り組み【4,5】

ひまわり８号・９号の２機体制運用【9】

Ｘバンド防衛通信衛星３号機の整備【15】 即応小型衛星・打ち上げシステムの
運用構想等の調査・研究【6, 20】

Ｈ３、イプシロンロケットの開発【17,18】

射場の在り方検討【19】

装置の分散（衛星機数増・打上システム強化）

事案発生前の対策
（防衛行動）

事案発生後の対策
（再構築）

宇宙空間における法の支配の実現・強化【45】

部品に関する技術戦略の策定【30】

スペースデブリに関する研究開発【53】

技術試験衛星、光データ中継衛星の開発等【13､14】

基幹ロケットの優先的使用、調達制度の在り方の検討【16､44】
民間技術の積極的な発掘・育成【28,29,31､53】

早期警戒機能に係る取り組み【7，23】
（２波長赤外線センサの宇宙実証による知見蓄積、先進光学衛星への相乗り）

準天頂衛星システムの利活用促進等【2】

代替機能の活用

【】の数字は工程表の
施策番号

測位衛星の信号への妨害対策検討【43】

基盤的取組

宇宙技術・産業基盤の強化

国際協力等

打上げに関する技術開発【33,34】

国内の人的基盤の強化【39】

本資料の位置づけ：工程表上の各施策とミッションアシュアランス（機能保証）強化の関連性を説明するもの。

宇宙天気に関する研究【35】
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